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安全対策および高経年化対策について
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1．発電所の状況
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プラントの運転・定期検査の状況

発電所 ~2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

美浜
3号機

大飯
3号機

大飯
4号機

高浜
1号機

高浜
2号機

高浜
3号機

高浜
4号機

現時点

▼7/5並列

第18回
定期検査

▼7/28特重運用開始

▼12/8特重運用開始

▼8/10特重運用開始

★8/24特重設置期限

★8/24特重設置期限

▼2022.1安全性向上対策工事完了

▼8/2並列

▼9/20並列

★6/9特重設置期限

★6/9特重設置期限

▼7/14特重運用開始

第27回
定期検査

1月

第20回
定期検査

2月

第19回
定期検査

▼8/31解列
▼10/27並列

第19回
定期検査

▼：実績
▽：予定

▼10/23解列

★10/25特重設置期限

第26回
定期検査

第27回
定期検査

第27回
定期検査

▼9/1並列

▼8/23解列

▼3/11解列 ▼7/17並列

第25回
定期検査

第18回
定期検査

▼6/29並列

4月

３月

第20回
定期検査

12月 2月

第28回
定期検査

4月 7月

第28回
定期検査

9月 11月

▼2011/1/10解列

▼2011/11/25解列

※定期検査：解列~並列

▼9/18解列 12/25並列
第25回
定期検査

▼3/1解列 ▼7/26並列

第27回
定期検査

1月 未定

▼4/15並列

第24回
定期検査

第25回
定期検査

4月6/8解列▼

第23回定期検査

11/6並列▼

▼12/18並列

▼1/30原子炉自動停止

第28回
定期検査

▼3/25並列

▼8/31特重運用開始

▼10/25解列

第26回
定期検査

▼

12/16解列▼
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2．安全対策および再稼動に係る対応について

3



The Kansai Electric Power Co., Inc.

原子力規制委員会 ＨＰ掲載資料原子力規制委員会 ＨＰ掲載資料
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①【事故発生防止】
自然現象から発電所を守る備え

②【事故進展防止】
原子炉などを安定的に冷却し、重大事故を防ぐ対策

③【事故拡大防止】
万が一の重大事故に
対応するための対策

重大事故を発生させないために

万が一重大事故が発生した場合に備え

何
重
も
の
安
全
対
策
を
実
施

④【万一の更なる備え】
テロなどのあらゆる事態への備え

地 震 津 波 竜 巻 火 災

電源の強化 冷却機能の強化

格納容器の水素爆発防止対策

緊急対策施設

アクセスルート確保

放射性物質の放出抑制

意図的な航空機衝突等への対策

原子力発電所の安全確保

事故の進展を食い止めるた
め､計器や機器を動かすため
の電源と原子炉を冷やし続
けるための水が必要

格納容器の冷却(圧力低減)対策

東京電力㈱福島第一原子力発電所の事故を教訓として、事故を起こさない、起こったとしても
進展・拡大を防ぐ対策を多重化・多様化することで、当社は規制の枠組みにとどまることなく、自
主的かつ継続的な安全性向上対策を実施
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地震対策

((( )))

深さ
=3km

発電所

震源

最大加速度７００ガル

＜参考＞

発電所
従来の基準地震動

（2009.3に国に報告）
現在の基準地震動

（2015.2に国が許可）

高浜発電所 550 700

三連動
見
直
し
後
の
基
準
地
震
動

配管補強の例
（サポート追加）

【事故発生防止対策】

○基準地震動は、発電所敷地への影響が大きいと考えられる地震の断層を選定し評価
○より安全側に立ち、 ＦＯ－Ａ断層、ＦＯ－Ｂ断層に熊川断層を加えた三連動を考慮
○震源の上端深さの想定を４ｋｍから３ｋｍに設定
○震源を特定せず策定する地震動を考慮

⇒タンク、ポンプ、弁、配管等の耐震補強を実施

○想定される最大規模の地震の揺れ（基準地震動）を最大加速度７００ガルと評価

加速度から単純に震度を求める事は出来ませんが、ある状況の
下では、加速度が700ｶﾞﾙであれば、震度７に相当(気象庁 HPより)
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○ 若狭海丘列付近断層を安全側に９０ｋｍとし、海底地すべり等の組み合わせを考慮
⇒敷地内への津波の浸入を防止するために、取水路防潮ゲート及び放水口側防潮堤を設置

高浜発電所

●

若狭海丘列付近
断層を安全側に
90kmと評価

音波探査記録の
再解析を踏まえた

評価（約38km）

津波に関する断層の位置

【津波の高さ】

取水路 海抜+6.2m

（従来：海抜+2.3m）

放水路 海抜+6.7m

（従来：海抜+2.6m）

○想定される津波の高さを、取水路は海抜＋６．２ｍ、放水路は海抜＋６．７ｍに設定

【事故発生防止対策】
津波対策

8

放水口側防潮堤

取水路防潮ゲート

海抜8.5m

海抜8.0m

ゲート4門
(鋼製)

(片系常時閉鎖)B系 A系
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【事故進展防止対策】 9

電源の確保（多重化・多様化）

＜設計基準事故対処設備＞

外部電源
(5回線)

非常用ディーゼル発電機
（２台/号機）

【3,900kW/台】

外部電源
喪失時

使用できない
場合に備え

空冷式非常用発電装置
（２台/号機）

【1,460kW/台】

更なるバック
アップ

電源車
（２台/号機＋予備1台）

【488kW/台】

＜重大事故等対処設備＞

外部電源 （５回線）

【恒設代替電源】

空冷式非常用発電装置

【可搬式代替電源】

電源車

十分な耐震性・耐津波性を有している

＜主なバックアップ機器＞

津波の影響を受けない高台に設置

新

新規制基準に基づき新規配備

《凡例》

号機間電力融通
1,2 ⇔ 3,4号機

(ｹｰﾌﾞﾙ１組＋予備１組）

更なるバック
アップ

新
新

新
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【事故進展防止対策】 10

給水手段確保(多重化・多様化)

加圧器 蒸気

水

蒸気発生器

原子炉容器

燃料

水

蒸気

水

余熱除去クーラー

復水
タンク

余熱除去ポンプ

海水ポンプ

内部スプレイポンプ

淡水
タンク

中圧ポンプ(自主設置)

充てん・高圧注入ポンプ

【4台／号機】

【３台／号機】

【２台／号機】

【４台／号機】

大気放出

大容量ポンプ【３台／1･2号機】

（1台／号機）

新

送水車
【５台／1･2号機】

使用で
きない
場合に
備え

可搬式代替低圧注水ポンプ
【５台／２ユニット】

新

新

タービン動補助給水ポンプ
【１台／号機】
電動補助給水ポンプ
【２台／号機】

使用で
きない
場合に
備え

新

《凡例》

炉心の直接冷却手段の多様化 蒸気発生器の冷却手段の多様化

海水取水手段の多様化

新 新規制基準に基づき新規配備

恒設代替低圧注水ポンプ

【１台／号機】

新

使用で
きない
場合に
備え
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○福島第一原子力発電所事故に鑑み、炉心溶融時に原子炉格納容器内に発生する水素の濃度を
低減させる装置として、格納容器内に静的触媒式水素再結合装置およびイグナイタを設置

万が一の重大事故に対応するための対策

【事故拡大防止対策】 11

ヒーティング
コイル

遮蔽板
（滴除け）

端子箱

静的触媒式水素再結合装置 イグナイタ

○津波発生時等、がれき類を撤去する重機を
配備し、安全対策を実施するための人や車が
通行するための妨げになるがれきを撤去

放水砲

○万一の重大事故の場合、放射性物質の環境へ
の放出を抑制するため格納容器の損傷箇所へ
放水し、放射性物質の放出を抑制

ブルトーザ

新 新

新
新

新

《凡例》

新規制基準に基づき新規配備

触媒
プレート 水素、空気、水蒸気

空気、
水蒸気
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離隔
（例えば100m以上）

高浜1,2号機

本体施設の
工事計画認可

2016.6.10

設置期限※1 2021.6.9

実
施
状
況

設置変更
許可

2018.3.7許可

工事計画
認可※２

2019. 4.25(1/4) 
2019.9.13(2/4)
2019.10.24(3/4)

2020.2.20(4/4)認可

運用開始時期
1号機：2023.7.14
2号機：2023.8.31

【概念図】

〇特定重大事故等対処施設
原子炉建屋への故意による大型航空機の衝突やその他のテロリズム等により、原子炉を冷却する機能が喪失し、
炉心が著しく損傷した場合に備えて、原子炉格納容器の破損を防止するための機能を有する施設を設置

※1：実用炉規則により、本体施設の工事計画認可から
5年までに設置することを要求。

※2：4分割申請

特定重大事故等
対処施設

原子炉建屋
タービン
建屋

蒸気発生器

格納容器スプレイ

加圧器

原子炉容器

制御棒

１次冷却材
ポンプ

原子炉格納容器

原子炉格納容器
過圧破損防止設備
（フィルタベント）

水源

発電機

燃料タンクM
ポ
ン
プ

制御盤

給気設備 通信連絡
設備

注水設備 電源設備

減
圧
操
作
設
備

フィルタ

情報公開法を踏まえ、テロ対策という性質上、セキュリティーの
観点から設備の名称、設置場所、強度、数等については、
公開できないこととなっていますので、ご理解をお願いいたします。

特重施設の開示制限について

特定重大事故等対処施設について
【万一の更なる備え】 12
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２号 １号

タービン建屋

背面道路

③格納容器上部遮蔽設置工事

⑥中央制御盤取替工事

保守性向上の観

点から、中央制

御盤全体をアナロ

グ式から最新のデ

ジタル式に取替え

事故時環境線量の

低減を目的に、格納

容器上部外側に鉄

筋コンクリート造の

ドーム状の遮へい

（屋根）を設置

耐震裕度を向上さ

せるため、厚さを増し

た新しいタンクに取

替え、竜巻飛来物

対策の防護ネット・

鋼板を設置

１号機：工事完了（2020.5）

２号機：工事完了（2021.3）

工事完了

（2020.6）

①緊急時対策所設置工事(1~4号機)

プラントに緊急事

態が発生した際、

事故の制圧・拡

大防止を図るた

めの対策本部

運用開始

（2019.6）

１号機

２号機

１号機：工事完了（2020.6）

２号機：工事完了（2020.10）

⑤海水取水設備移設工事(2号機のみ)

基準地震動の見直

しを踏まえ、強固な

地盤上に海水管を

移設

工事完了

（2021.5）

②燃料取替用水タンク取替工事

４号 ３号

タービン建屋

④火災防護対策工事

重要なケーブルの

燃えにくい難燃

ケーブルへの引替

え、防火シートの

施工等による防

火措置を実施

１号機：工事完了（2020.9）

２号機：工事完了（2022.1）

防火シート

結束ベルト

 追加対策工事

電線管への系統分離に関する防火措置を実施

（次ページ参照）

１号機：工事完了（2023.5)

２号機：工事完了 (2023.6) 高浜1，2号機特有の新規制基準適合工事

自主的安全性向上対策

新規制基準適合工事

【凡例】

１，２号機 大規模な安全性向上対策 13
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特重運用
開始
▼

①停止時点検 ：長期停止中においても運転状態にある設備の健全性を確保するために、保全指針に応じて、自主的に

実施している点検 例）非常用ディーゼル発電機点検 ［７回／ユニット（13ヶ月毎）］

②再稼動前点検 ：長期停止中に機能要求がなかった設備の再稼動前における健全性確認のための点検

例）2次系設備（タービン及び復水器等）のポンプ点検 ［１号機：約7ヶ月／２号機：約9ヶ月］

③使用前検査 ：発電用原子炉施設の工事計画の認可を決定した原子力施設（新設・増設・改造）について、原子力

規制庁の検査官が、その工事計画との適合性、技術基準との適合性を確認 ［約100項目／ユニット］

④重大事故への ：指揮者や運転員など、それぞれの役割に応じた、必要な教育や訓練

対応力維持・ 例）電源喪失した場合の運転操作訓練、原子炉に冷却水を注入するためのポンプの設置訓練、

向上訓練 電源供給訓練

⑤成立性確認訓練 ：事故収束対応について、手順書のとおりに適切に実施できることを時間的な成立性も含めて確認

：原子炉冷却材系統の水張時等、系統の状態を大きく変えるような節目のタイミングで集中的に現場の

パトロールを実施。 当社社員やメーカ、協力会社社員の他、新たな視点を取り入れる観点から、過去の

トラブル等の知見を多く持つ当社OBを加えて実施 ［6回／ユニット］

日頃から原子力発電所に従事している者とは異なる視点やノウハウを取り入れて、不具合や異常の兆候を

見つけることを目的として実施

１号機、２号機
(第27回定期検査)

再稼動前点検

起動試験

並列
▼

総合負荷
▼

使用前検査

停止時点検

重大事故への対応力維持・向上訓練

成立性確認訓練

現時点

1

2

5

4

3

6

▼▼ ▼

▼▼▼ ▼▼ ▼

⑥総点検

集中的な安全確認

原子力分野以外の

技術者による点検

14

総点検
集中的な安全確認
原子力分野以外の技術者による点検

再稼動に係る対応について
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【②再稼動前点検】
余熱除去クーラ開放点検

（水室側ガスケット取替作業）

【③使用前検査】
スプレイヘッダ 機能性能検査

（使用済燃料ピット漏えい対応）

①停止時点検、②再稼動前点検を実施及び③使用前検査等の各種検査を実施

【②再稼動前点検】
工場保管していた循環水ポンプの

据付け作業

【③使用前検査】
静的触媒式水素再結合装置

機能性能検査

【①停止時点検】
非常用ディーゼル発電機の
シリンダカバー開放点検

15
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④重大事故への対応力維持・向上訓練を継続して実施

B. 電源喪失した場合の
運転操作訓練

C. 防護服を着用した悪条件下を
想定した訓練

A. 指揮者（事故時に指揮者となる所長、原子力安全統括、副所長、運営統括長他が対象）
・知識ベースの教育（事故対策への習熟）
研修会、自学自習用の資料の整備、専門家による講義、研修ツールを用いた学習 など

・実践的な訓練（対応能力向上）
訓練シナリオを参加者に事前に通知せず、実動を含む原子力防災訓練 など

B. 運転員
・シミュレータ訓練の内容に、長時間の全交流電源喪失を追加想定した訓練 など

C. 緊急安全対策要員
・協力会社社員を含め、電源供給、給水活動等の手順の教育、現場での実動訓練 など

A. 重大事故等発生を想定した訓練

2020年度 2021年度 2022年度

教育・講習受講者人数 (延べ人数) 約2,300人 約2,100人 約2,200人

訓練回数 約2,100回 約3,900回 約2,800回
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○ 原子炉建屋への故意による大型航空機の衝突その他のテロリズム（以下「ＡＰＣ※等」という。）時の訓練として、

あらかじめ定められた手順書に従い想定時間内に確実に対応できることを確認

○ 大規模損壊訓練に関しては、緊急時対策所本部と１，２号機及び３，４号機の特重施設を連携させて対応し、

事故収束に問題がないことを確認

大規模な航空機燃料火災を想定した化学消防車による消火活動
（大規模損壊訓練）

訓練名称 実施日 関係者数

ＡＰＣ等訓練 4月18日 当社１０名、協力会社２名

大規模損壊訓練 4月19日 当社２５名、協力会社１３名

シーケンス訓練 6月１４・１５日 当社５３名、協力会社２８名

緊急時制御室での操作
（APC等訓練）

⑤成立性確認訓練として、１，２号機特重施設の運用開始に向けた訓練を実施

※APC : AirPlane Crash

APC等訓練 ：APC等により発生する厳しい事故シナリオに対して、特重施設要員が適切な手順書に従い、想定時間内に対応を実施できることを確

認する訓練

大規模損壊訓練：APC等により原子炉施設に大規模な損壊が生じた場合における、プラント状況の把握、情報収集、的確な対応操作の選択ならびに

指揮者等、特重施設要員および消火活動要員の連携を含めた実効性等を確認する訓練

シーケンス訓練 ：シビアアクシデントに至るおそれがある事故シナリオに対して、緊急安全対策要員等が適切な手順書に従い、想定時間内に役割に応じ

た対応を実施できることを確認する訓練

17
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６月 ７月 ８月 ９月 １０月～

高浜
１号機

高浜
２号機

燃料装荷
6/22~25

総合負荷性能検査
8/28

原子炉起動
9/15

燃料装荷
8/7~10

発電機並列
8/2

発電機並列
9/20

現時点

原子炉起動
7/28 調整運転

原子炉容器組立～
冷態機能検査他

燃料

装荷

１次冷却材系統
昇温・昇圧

原子炉起動
臨界

タービン起動

①総点検 ②集中的な安全確認

③原子力分野以外の技術者による点検

2011.1.10~
第27回定期検査

調整運転

原子炉容器組立～
冷態機能検査他

燃料

装荷

１次冷却材系統
昇温・昇圧

原子炉起動
臨界

タービン起動

①総点検 ②集中的な安全確認

③原子力分野以外の技術者による点検

2011.11.25~
第27回定期検査

総合負荷性能検査
10/16

⑥美浜３号機再稼動時と同様に総点検・集中的な安全確認を実施するとともに新たに原子力分野
以外の技術者による点検を実施

再稼動に向けた
現場点検
⇒スライド 19 20

18
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目的
長期間停止していた状況を踏まえ、自ら保守担当してきた設
備に対し、現場点検を実施

実施時期 1次冷却材系統の昇温・昇圧前までに3回実施

体制
1号機 延べ約360名
2号機 延べ約340名
メーカ、協力会社、当社社員、当社OB

目的
トラブルの未然防止の観点から、再稼動工程上の重要なポイ
ントで現場の確認を実施

実施時期 原子炉起動前と並列前後の3回実施

体制
1号機 延べ約400名
2号機 延べ約400名
メーカ、協力会社、当社社員、当社OB

②集中的な安全確認

（点検状況）

サーモグラフィによる点検

①総点検

（点検状況）
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③原子力分野以外の技術者による点検

目的
総点検、集中的な安全確認に加え、日頃から原子力発電
所に従事している者とは異なる視点やノウハウを取り入れて、
不具合や異常の兆候を見つけることを目的として実施

実施時期 原子炉容器組立完了後から原子炉起動までに実施

体制

1号機 延べ約110名
2号機 延べ約70名

分野 点検範囲

送配電 発電所電気設備

石油化学 化学薬品取扱設備

火力 蒸気、給水系統

水力 土木構造物

鉄鋼産業 非破壊診断技術を用いたポンプ等の運転状態

（火力分野の点検状況）

＜他分野からの講評＞
発電所内の設備は現場の清浄度を含めて適切に維持管理されており、技術的に⼗分な水準の
保全が行われているとの講評を頂いた。

20
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３．高経年化対策について
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22高経年化に関する安全規制の概要
原子力規制委員会ホームページより引用

（参考）原子炉等規制法の一部改正：2023年5月31日可決・成立、2023年6月7日公布、2025年6月6日施行
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23高浜１，２号機の運転期間延長認可（40年を超える運転）

高浜１，２号機は、運転期間延長認可制度に基づき、特別点検や高経年化技術評価等の実施を経て、2015年4月30日に
運転期間延長認可申請を実施。2016年6月20日に60年までの運転期間延長について認可を受けた。

運転期間延長認可の概要 原子力安全対策連絡協議会（2021年1月25日および2021年12月22日開催）ならびに
住民説明会（2020年12月19日,20日開催）資料より一部抜粋
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24高浜１号機の高経年化技術評価と長期施設管理方針（運転開始50年目）
2024年11月14に運転開始から50年を迎える高浜１号機について、高経年化技術評価制度に基づき、高経年化対策に係る
原子炉施設保安規定変更認可申請を、2023年11月2日に実施。

※１：短期とは運転開始後５０年（２０２４年１１月１４日）から５年間、中長期とは同日
から１０年間をいう。

※２：プラントの起動・停止等に伴う温度・圧力変化の回数。
※３：運転開始後６０年時点で推定する過渡回数。
※４：２０２０年８月に確認された大飯３号機の加圧器スプレイ配管溶接部における亀裂を

踏まえて実施する今後の知見拡充の結果。

実施時期※１ 内容

短期 炉内構造物を計画に基づき取替え

中長期

原子炉容器の第６回監視試験を計画

過渡回数※２の実績を継続的に確認
（推定過渡回数※３を上回らないことを確認）

今後の知見拡充※４結果をステンレス鋼配管の供用期
間中検査計画への反映

安全上重要な

機器・構造物等の抽出

原子炉容器、蒸気発生器、１次冷却材管、
余熱除去ポンプ、ケーブル、空冷式非常
用発電機 等

【原子炉容器の例】
中性子照射脆化を考慮し、これまで５回
監視試験を実施し、これらの試験結果に
基づき原子炉容器の安全性に問題がな
いことを確認

・経年劣化事象の評価
・耐震安全性評価
・耐津波安全性評価

【追加すべき保全策の例】
原子炉容器の第６回監視試験を計画
（中長期）

長期施設管理方針の策定

経年劣化事象の抽出

高経年化技術評価の結果、安全上重要な機器・構造物等は、現在行っている保全活動に加えて、一部の機器・構造物に対して追加すべき
保全策を長期施設管理方針として実施していくことで、運転開始から５０年以降においてもプラントを健全に維持できることを確認した。

原子炉容器 ：中性子照射脆化、

低サイクル疲労

１次冷却材管：熱時効

ケーブル ：絶縁低下 等

高浜発電所１号機の安全上重要な機器・構造物等を対象とし、
これまでの運転経験や最新知見等を踏まえ、疲労割れ、減肉等の
経年劣化事象が発生していないか、今後の運転で経年劣化事象が
発生しないかを検討した。
その上で、経年劣化事象が発生する可能性のある機器・構造物

は、運転開始後６０年時点の劣化状況を想定し、現状の保全活動
で安全性が確保されているかを確認するための評価を行った。
それらの評価結果に基づき、追加すべき保全策を抽出した。

高経年化技術評価

高経年化技術評価の結果、運転開始後５０年以降１０年間に実
施すべき保全策に係る長期施設管理方針は以下のとおり。

長期施設管理方針

高経年化技術評価の流れ

高浜発電所１号機 高経年化技術評価と長期施設管理方針の概要
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【炉内構造物】

・バッフルフォーマボルトの照射誘起型応力腐食割れが炉内構造
物の構造強度・機能の健全性に影響を与えないことを確認。

⇒炉内構造物を計画に基づき取替え

原子炉容器

加圧器

蒸気発生器
蒸気

給水 タービン

空冷式非常用発電機

主変圧器発電機

復水器

放水路へ

冷却水（海水）
循環水ポンプ

給水ポンプ

電動補助
給水ポンプ

復水タンク

１次冷却材ポンプ

外部遮へい（コンクリート）

炉内構造物

【原子炉容器等の低サイクル疲労】

・推定過渡回数に基づく評価で損傷発生の可能性がない
ことを確認。

⇒過渡回数の実績を継続的に確認

黒字：高経年化技術評価の結果

青字：長期施設管理方針

【ステンレス鋼配管の溶接部施工条件に起因

する内面からの粒界割れ】

・大飯３号機加圧器スプレイ配管溶接部におけ
る亀裂は特異な事象と判断。

⇒今後の知見拡充結果を検査計画に反映

【原子炉容器の中性子照射脆化】

・過去５回の監視試験（脆化予測）に基づく評
価で中性子照射脆化が機器の健全性に影響を
与えないことを確認。

⇒第６回監視試験を計画

高浜発電所１号機 主な高経年化技術評価の結果と追加すべき保全策（長期施設管理方針）
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参考資料
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至近のトラブル情報等一覧

 令和４年度 滋賀県原子力安全対策連絡協議会（R4.12.27開催）以降に発生した

安全協定上の異常時連絡対象のトラブルは2件。

 それぞれについて、原因を調査し、必要な対策を実施している。

発生年月日 発電所 件名 INES評価※

2023.1.30 高浜4号機
高浜発電所４号機
ＰＲ中性子束急減に伴う原子炉自動停止について

０

2023.10.17 高浜3号機
高浜発電所３号機
蒸気発生器伝熱管の損傷について

未確定 参考２

参考１

※ＩＮＥＳ：国際原子力事象評価尺度 （参考３）
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2023.4.4 「原子力発電所の運営状況」にてお知らせ 参考１
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参考２－１2023.11.9 「高浜発電所３号機の定期検査状況について」にてお知らせ
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2023.11.9 「高浜発電所３号機の定期検査状況について」にてお知らせ 参考２－２
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2023.11.9 「高浜発電所３号機の定期検査状況について」にてお知らせ 参考２－３
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2023.11.9 「高浜発電所３号機の定期検査状況について」にてお知らせ 参考２－４
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環境省ホームページより抜粋

参考３


